
事業承継（経営者の交代）

事業承継フローチャートお客さまの利用目的に合った事業承継制度をご確認いただけます。

前

事業承継（経営者の交代）
資金使途／調達の目的資金使途／調達の目的

借入する方借入する方 借入する方借入する方

経営者保証の解除

持株会社 中小企業者（法人、個人事業主） 法人の代表者

株式の取得

資金使途／調達の目的資金使途／調達の目的

経営者保証の解除 株式・事業用資産の取得

承継方法承継方法

社外への承継（Ｍ＆Ａ）持株会社 社内への承継（ＭＢＯ、ＥＢＯ）

借入する方借入する方

事業を営んでいない個人中小企業者（法人、個人事業主）

相続により発生した
債務の支払※1 事業用資産の取得

後

事業承継サポート保証制度3

事業承継サポート保証制度3

事業承継特別保証制度1

事業承継特別保証制度1 経営承継借換関連保証2

経営承継関連保証6 特定経営承継関連保証7

経営承継準備関連保証4 特定経営承継準備関連保証5

※1 事業用資産などに係る相続税又は贈与税の納税資金、遺産分割に伴う
 返済資金、又は遺留分侵害額の請求に基づき支払うべき金銭の額 チャートの結果から受けられる支援へGO!

保証付融資、プロパー融
資を問わず、経営者保証
ありの既存借入金を無保
証人で借り換える際にご
利用いただけます。

経営者保証の解除に

経営者保証
あり

経営者保証
なし

＜3年以内の事業承継を予定している方＞
事業資金、個人保証付融資の借換資金
＜事業承継後3年以内の方＞
事業承継前に借り入れた
個人保証付融資の借換資金

※ご利用に際して資格要件（★）があります。

借入人

認定取得者

中小企業者（法人）

不要

2億8千万円   

10年以内   

金融機関所定   

不要   

0.30％～1.90％ 

融資限度額

融資期間

融資利率

連帯保証人

保証料率

資金使途

❶資産超過であること
❷EBITDA有利子負債倍率（※）が15倍以内であること
❸法人・個人の分離がなされていること
❹返済緩和している借入金がないこと
（※）EBITDA有利子負債倍率
　　　=（借入金･社債－現預金）
　　　　　　　÷（営業利益+減価償却費）

要件を満たせば制度融資との併
用により、保証料補助など有利な
条件でご利用いただける場合が
あります。 このマークが目印

（★）経営者保証を免除するための資格要件

事業承継特別保証制度1
左記事業承継特別保証
制度と併用することで、
最大5億6千万円までご
利用いただけます。

経営者保証の解除に

経営者保証
あり

経営者保証
なし

現代表者の個人保証付融資の借換資金
（3年以内に事業承継を予定している方に限る）

※ご利用に際して資格要件（★）があります。
※会社法の株式会社、特例有限会社、合名会社、合資会社又は
　合同会社に限る。

借入人

認定取得者

中小企業者（法人）

中小企業者（法人）

2億8千万円（一般保証とは別枠）

10年以内

金融機関所定

不要

0.30％～1.90％

融資限度額

融資期間

融資利率

連帯保証人

保証料率

資金使途

経営承継借換関連保証2

これから承継しようとす
る中小企業者が､M&A
などにより株式や事業用
資産を買い取る資金とし
てご利用いただけます｡

企業間買収・M&Aに

被承継会社 中小企業者

議決権株式の取得（1/2超）
事業用資産の取得など

※資格要件（★）を満たせば経営者保証免除対応が可能。
　但し、上記免除対応時は東京都の制度融資との併用不可。
※会社法の株式会社、特例有限会社、合名会社、合資会社
　又は合同会社に限る。

借入人

認定取得者

中小企業者（法人・個人）

中小企業者（法人・個人）

2億8千万円（一般保証とは別枠）

運転資金10年以内、設備資金15年以内

金融機関所定

原則として法人代表者、被承継会社

0.30％～1.90％

融資限度額

融資期間

融資利率

連帯保証人

保証料率

資金使途

経営承継準備関連保証4

後継者が持株会社を設
立し、事業会社の株式
を買い取る資金として
ご利用いただけます。

持株会社を活用した承継に

株主
（オーナー）

持株会社

議決権株式の取得
（2/3以上）

※後継者＝持株会社の代表者かつ議決権株式2/3以上を保有する者

借入人

認定取得者

新設した持株会社（初年度決算未到来）

不要

2億8千万円

15年以内

金融機関所定

原則として持株会社の代表者

0.77％～1.15％

融資限度額

融資期間

融資利率

連帯保証人

保証料率

資金使途

事業承継サポート保証制度3

事業を営んでいない
後継者個人が、株式や
事業用資産を買い取
る資金としてご利用
いただけます。

従業員など個人による承継に

現代表者
（オーナー）

後継者

議決権株式の取得（1/2超）
事業用資産の取得

※都外に居住の方は､当該地域の保証協会が窓口となります｡

借入人

認定取得者

事業を営んでいない個人（代表者就任前）

事業を営んでいない個人（代表者就任前）

2億8千万円

運転資金10年以内、設備資金15年以内

金融機関所定

原則として事業会社

0.77％～1.15％

融資限度額

融資期間

融資利率

連帯保証人

保証料率

資金使途

特定経営承継準備関連保証5

代表者交代済みの後
継者個人が株式や事
業用資産を買い取る資
金としてご利用いただ
けます。 

後継者個人による承継に

旧代表者
（オーナー）

新代表者

議決権株式・事業用資産の取得など

※都外に居住の方は､当該地域の保証協会が窓口となります｡

借入人

認定取得者

代表者個人

事業会社

2億8千万円

運転資金10年以内、設備資金15年以内

金融機関所定

原則として事業会社

0.30％～1.90％

融資限度額

融資期間

融資利率

連帯保証人

保証料率

資金使途

特定経営承継関連保証7

代表者交代済みの中
小企業者が株式や事
業用資産を買い取る
資金としてご利用い
ただけます。

自社株や事業用資産の買い取りに

旧代表者
（オーナー）

中小企業者

議決権株式・事業用資産の取得など

※会社法の株式会社、特例有限会社、合名会社、合資会社
　又は合同会社に限る。

借入人

認定取得者

中小企業者（法人・個人）

中小企業者（法人・個人）

2億8千万円（一般保証とは別枠）  

運転資金10年以内、設備資金15年以内   

金融機関所定   

原則として法人代表者   

0.30％～1.90％ 

融資限度額

融資期間

融資利率

連帯保証人

保証料率

資金使途

経営承継関連保証6

お役立ち情報・その他

東京都の制度融資と併用いただけます！

事業承継計画書や経営承継円滑化法の認定書など、
ご利用いただく制度や資金使途などにより必要書類は
異なります。
例）株式取得資金の場合
被承継会社の決算書､株式評価算定書､株式譲渡契約書など

必要書類は個別にお問い合わせください！

都 都

都

都

都
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中面 事業承継支援ツール_2023



事業承継（経営者の交代）

事業承継フローチャートお客さまの利用目的に合った事業承継制度をご確認いただけます。

前

事業承継（経営者の交代）
資金使途／調達の目的資金使途／調達の目的

借入する方借入する方 借入する方借入する方

経営者保証の解除

持株会社 中小企業者（法人、個人事業主） 法人の代表者

株式の取得

資金使途／調達の目的資金使途／調達の目的

経営者保証の解除 株式・事業用資産の取得

承継方法承継方法

社外への承継（Ｍ＆Ａ）持株会社 社内への承継（ＭＢＯ、ＥＢＯ）

借入する方借入する方

事業を営んでいない個人中小企業者（法人、個人事業主）

相続により発生した
債務の支払※1 事業用資産の取得

後

事業承継サポート保証制度3

事業承継サポート保証制度3

事業承継特別保証制度1

事業承継特別保証制度1 経営承継借換関連保証2

経営承継関連保証6 特定経営承継関連保証7

経営承継準備関連保証4 特定経営承継準備関連保証5

※1 事業用資産などに係る相続税又は贈与税の納税資金、遺産分割に伴う
 返済資金、又は遺留分侵害額の請求に基づき支払うべき金銭の額 チャートの結果から受けられる支援へGO!

保証付融資、プロパー融
資を問わず、経営者保証
ありの既存借入金を無保
証人で借り換える際にご
利用いただけます。

経営者保証の解除に

経営者保証
あり

経営者保証
なし

＜3年以内の事業承継を予定している方＞
事業資金、個人保証付融資の借換資金
＜事業承継後3年以内の方＞
事業承継前に借り入れた
個人保証付融資の借換資金

※ご利用に際して資格要件（★）があります。

借入人

認定取得者

中小企業者（法人）

不要

2億8千万円   

10年以内   

金融機関所定   

不要   

0.30％～1.90％ 

融資限度額

融資期間

融資利率

連帯保証人

保証料率

資金使途

❶資産超過であること
❷EBITDA有利子負債倍率（※）が15倍以内であること
❸法人・個人の分離がなされていること
❹返済緩和している借入金がないこと
（※）EBITDA有利子負債倍率
　　　=（借入金･社債－現預金）
　　　　　　　÷（営業利益+減価償却費）

要件を満たせば制度融資との併
用により、保証料補助など有利な
条件でご利用いただける場合が
あります。 このマークが目印

（★）経営者保証を免除するための資格要件

事業承継特別保証制度1
左記事業承継特別保証
制度と併用することで、
最大5億6千万円までご
利用いただけます。

経営者保証の解除に

経営者保証
あり

経営者保証
なし

現代表者の個人保証付融資の借換資金
（3年以内に事業承継を予定している方に限る）

※ご利用に際して資格要件（★）があります。
※会社法の株式会社、特例有限会社、合名会社、合資会社又は
　合同会社に限る。

借入人

認定取得者

中小企業者（法人）

中小企業者（法人）

2億8千万円（一般保証とは別枠）

10年以内

金融機関所定

不要

0.30％～1.90％

融資限度額

融資期間

融資利率

連帯保証人

保証料率

資金使途

経営承継借換関連保証2

これから承継しようとす
る中小企業者が､M&A
などにより株式や事業用
資産を買い取る資金とし
てご利用いただけます｡

企業間買収・M&Aに

被承継会社 中小企業者

議決権株式の取得（1/2超）
事業用資産の取得など

※資格要件（★）を満たせば経営者保証免除対応が可能。
　但し、上記免除対応時は東京都の制度融資との併用不可。
※会社法の株式会社、特例有限会社、合名会社、合資会社
　又は合同会社に限る。

借入人

認定取得者

中小企業者（法人・個人）

中小企業者（法人・個人）

2億8千万円（一般保証とは別枠）

運転資金10年以内、設備資金15年以内

金融機関所定

原則として法人代表者、被承継会社

0.30％～1.90％

融資限度額

融資期間

融資利率

連帯保証人

保証料率

資金使途

経営承継準備関連保証4

後継者が持株会社を設
立し、事業会社の株式
を買い取る資金として
ご利用いただけます。

持株会社を活用した承継に

株主
（オーナー）

持株会社

議決権株式の取得
（2/3以上）

※後継者＝持株会社の代表者かつ議決権株式2/3以上を保有する者

借入人

認定取得者

新設した持株会社（初年度決算未到来）

不要

2億8千万円

15年以内

金融機関所定

原則として持株会社の代表者

0.77％～1.15％

融資限度額

融資期間

融資利率

連帯保証人

保証料率

資金使途

事業承継サポート保証制度3

事業を営んでいない
後継者個人が、株式や
事業用資産を買い取
る資金としてご利用
いただけます。

従業員など個人による承継に

現代表者
（オーナー）

後継者

議決権株式の取得（1/2超）
事業用資産の取得

※都外に居住の方は､当該地域の保証協会が窓口となります｡

借入人

認定取得者

事業を営んでいない個人（代表者就任前）

事業を営んでいない個人（代表者就任前）

2億8千万円

運転資金10年以内、設備資金15年以内

金融機関所定

原則として事業会社

0.77％～1.15％

融資限度額

融資期間

融資利率

連帯保証人

保証料率

資金使途

特定経営承継準備関連保証5

代表者交代済みの後
継者個人が株式や事
業用資産を買い取る資
金としてご利用いただ
けます。 

後継者個人による承継に

旧代表者
（オーナー）

新代表者

議決権株式・事業用資産の取得など

※都外に居住の方は､当該地域の保証協会が窓口となります｡

借入人

認定取得者

代表者個人

事業会社

2億8千万円

運転資金10年以内、設備資金15年以内

金融機関所定

原則として事業会社

0.30％～1.90％

融資限度額

融資期間

融資利率

連帯保証人

保証料率

資金使途

特定経営承継関連保証7

代表者交代済みの中
小企業者が株式や事
業用資産を買い取る
資金としてご利用い
ただけます。

自社株や事業用資産の買い取りに

旧代表者
（オーナー）

中小企業者

議決権株式・事業用資産の取得など

※会社法の株式会社、特例有限会社、合名会社、合資会社
　又は合同会社に限る。

借入人

認定取得者

中小企業者（法人・個人）

中小企業者（法人・個人）

2億8千万円（一般保証とは別枠）  

運転資金10年以内、設備資金15年以内   

金融機関所定   

原則として法人代表者   

0.30％～1.90％ 

融資限度額

融資期間

融資利率

連帯保証人

保証料率

資金使途

経営承継関連保証6

お役立ち情報・その他

東京都の制度融資と併用いただけます！

事業承継計画書や経営承継円滑化法の認定書など、
ご利用いただく制度や資金使途などにより必要書類は
異なります。
例）株式取得資金の場合
被承継会社の決算書､株式評価算定書､株式譲渡契約書など

必要書類は個別にお問い合わせください！

都 都
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中面 事業承継支援ツール_2023



事業承継（経営者の交代）

事業承継フローチャートお客さまの利用目的に合った事業承継制度をご確認いただけます。

前

事業承継（経営者の交代）
資金使途／調達の目的資金使途／調達の目的

借入する方借入する方 借入する方借入する方

経営者保証の解除

持株会社 中小企業者（法人、個人事業主） 法人の代表者

株式の取得

資金使途／調達の目的資金使途／調達の目的

経営者保証の解除 株式・事業用資産の取得

承継方法承継方法

社外への承継（Ｍ＆Ａ）持株会社 社内への承継（ＭＢＯ、ＥＢＯ）

借入する方借入する方

事業を営んでいない個人中小企業者（法人、個人事業主）

相続により発生した
債務の支払※1 事業用資産の取得

後

事業承継サポート保証制度3

事業承継サポート保証制度3

事業承継特別保証制度1

事業承継特別保証制度1 経営承継借換関連保証2

経営承継関連保証6 特定経営承継関連保証7

経営承継準備関連保証4 特定経営承継準備関連保証5

※1 事業用資産などに係る相続税又は贈与税の納税資金、遺産分割に伴う
 返済資金、又は遺留分侵害額の請求に基づき支払うべき金銭の額 チャートの結果から受けられる支援へGO!

保証付融資、プロパー融
資を問わず、経営者保証
ありの既存借入金を無保
証人で借り換える際にご
利用いただけます。

経営者保証の解除に

経営者保証
あり

経営者保証
なし

＜3年以内の事業承継を予定している方＞
事業資金、個人保証付融資の借換資金
＜事業承継後3年以内の方＞
事業承継前に借り入れた
個人保証付融資の借換資金

※ご利用に際して資格要件（★）があります。

借入人

認定取得者

中小企業者（法人）

不要

2億8千万円   

10年以内   

金融機関所定   

不要   

0.30％～1.90％ 

融資限度額

融資期間

融資利率

連帯保証人

保証料率

資金使途

❶資産超過であること
❷EBITDA有利子負債倍率（※）が15倍以内であること
❸法人・個人の分離がなされていること
❹返済緩和している借入金がないこと
（※）EBITDA有利子負債倍率
　　　=（借入金･社債－現預金）
　　　　　　　÷（営業利益+減価償却費）

要件を満たせば制度融資との併
用により、保証料補助など有利な
条件でご利用いただける場合が
あります。 このマークが目印

（★）経営者保証を免除するための資格要件

事業承継特別保証制度1
左記事業承継特別保証
制度と併用することで、
最大5億6千万円までご
利用いただけます。

経営者保証の解除に

経営者保証
あり

経営者保証
なし

現代表者の個人保証付融資の借換資金
（3年以内に事業承継を予定している方に限る）

※ご利用に際して資格要件（★）があります。
※会社法の株式会社、特例有限会社、合名会社、合資会社又は
　合同会社に限る。

借入人

認定取得者

中小企業者（法人）

中小企業者（法人）

2億8千万円（一般保証とは別枠）

10年以内

金融機関所定

不要

0.30％～1.90％

融資限度額

融資期間

融資利率

連帯保証人

保証料率

資金使途

経営承継借換関連保証2

これから承継しようとす
る中小企業者が､M&A
などにより株式や事業用
資産を買い取る資金とし
てご利用いただけます｡

企業間買収・M&Aに

被承継会社 中小企業者

議決権株式の取得（1/2超）
事業用資産の取得など

※資格要件（★）を満たせば経営者保証免除対応が可能。
　但し、上記免除対応時は東京都の制度融資との併用不可。
※会社法の株式会社、特例有限会社、合名会社、合資会社
　又は合同会社に限る。

借入人

認定取得者

中小企業者（法人・個人）

中小企業者（法人・個人）

2億8千万円（一般保証とは別枠）

運転資金10年以内、設備資金15年以内

金融機関所定

原則として法人代表者、被承継会社

0.30％～1.90％

融資限度額

融資期間

融資利率

連帯保証人

保証料率

資金使途

経営承継準備関連保証4

後継者が持株会社を設
立し、事業会社の株式
を買い取る資金として
ご利用いただけます。

持株会社を活用した承継に

株主
（オーナー）

持株会社

議決権株式の取得
（2/3以上）

※後継者＝持株会社の代表者かつ議決権株式2/3以上を保有する者

借入人

認定取得者

新設した持株会社（初年度決算未到来）

不要

2億8千万円

15年以内

金融機関所定

原則として持株会社の代表者

0.77％～1.15％

融資限度額

融資期間

融資利率

連帯保証人

保証料率

資金使途

事業承継サポート保証制度3

事業を営んでいない
後継者個人が、株式や
事業用資産を買い取
る資金としてご利用
いただけます。

従業員など個人による承継に

現代表者
（オーナー）

後継者

議決権株式の取得（1/2超）
事業用資産の取得

※都外に居住の方は､当該地域の保証協会が窓口となります｡

借入人

認定取得者

事業を営んでいない個人（代表者就任前）

事業を営んでいない個人（代表者就任前）

2億8千万円

運転資金10年以内、設備資金15年以内

金融機関所定

原則として事業会社

0.77％～1.15％

融資限度額

融資期間

融資利率

連帯保証人

保証料率

資金使途

特定経営承継準備関連保証5

代表者交代済みの後
継者個人が株式や事
業用資産を買い取る資
金としてご利用いただ
けます。 

後継者個人による承継に

旧代表者
（オーナー）

新代表者

議決権株式・事業用資産の取得など

※都外に居住の方は､当該地域の保証協会が窓口となります｡

借入人

認定取得者

代表者個人

事業会社

2億8千万円

運転資金10年以内、設備資金15年以内

金融機関所定

原則として事業会社

0.30％～1.90％

融資限度額

融資期間

融資利率

連帯保証人

保証料率

資金使途

特定経営承継関連保証7

代表者交代済みの中
小企業者が株式や事
業用資産を買い取る
資金としてご利用い
ただけます。

自社株や事業用資産の買い取りに

旧代表者
（オーナー）

中小企業者

議決権株式・事業用資産の取得など

※会社法の株式会社、特例有限会社、合名会社、合資会社
　又は合同会社に限る。

借入人

認定取得者

中小企業者（法人・個人）

中小企業者（法人・個人）

2億8千万円（一般保証とは別枠）  

運転資金10年以内、設備資金15年以内   

金融機関所定   

原則として法人代表者   

0.30％～1.90％ 

融資限度額

融資期間

融資利率

連帯保証人

保証料率

資金使途

経営承継関連保証6

お役立ち情報・その他

東京都の制度融資と併用いただけます！

事業承継計画書や経営承継円滑化法の認定書など、
ご利用いただく制度や資金使途などにより必要書類は
異なります。
例）株式取得資金の場合
被承継会社の決算書､株式評価算定書､株式譲渡契約書など

必要書類は個別にお問い合わせください！

都 都

都

都

都

都

中面 事業承継支援ツール_2023


